
 

 

貸 借 対 照 表              

（平成 17 年３月 31 日現在） 

（単位：千円） 

科 目       金 額       科 目       金 額       

資 産 の 部           負 債 の 部           

流 動 資 産           182,287,522 流 動 負 債           270,877,230

現 金 ・ 預 金 54,268,144 営 業 未 払 金 72,442,825

営 業 未 収 金 78,820,066 一年内返済予定の長期借入金 8,000

未 収 金 4,976,236 未 払 金 18,529,239

未 渡 ク ー ポ ン 3,603,784 未 払 費 用 10,814,023

有 価 証 券 15,020,026 未 払 法 人 税 等 505,242

短 期 貸 付 金 1,709,100 旅 行 前 受 金 31,781,286

棚 卸 資 産 2,022,221 預 り 金 46,610,074

旅 行 前 払 金 7,207,881 商 品 券 19,364,228

立 替 金 2,027,346 旅 行 券 70,373,814

繰 延 税 金 資 産 8,412,070 そ の 他 の 流 動 負 債 448,496

そ の 他 の 流 動 資 産 4,343,643 固 定 負 債           52,155,296

貸 倒 引 当 金 △     123,000 長 期 借 入 金 40,656

固 定 資 産           207,745,023 預 り 保 証 金 7,029,977

有形固定資産 34,239,318 従 業 員 預 り 金 11,587,068

建 物 ・ 構 築 物 12,655,211 長 期 預 り 金 22,958,681

器 具 備 品 3,152,250 退 職 給 付 引 当 金 871,700

土 地 18,331,493 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 395,700

建 設 仮 勘 定 100,363 投 資 等 損 失 引 当 金 2,945,000

無形固定資産 18,153,784 そ の 他 固 定 負 債 6,326,512

権 利 金 197,269 負 債 合 計 323,032,526

ソ フ ト ウ ェ ア 17,956,515 資 本 の 部           

投資その他の資産 155,351,920 資 本 金           2,304,000

投 資 有 価 証 券 70,628,338 利 益 剰 余 金           64,908,372

子 会 社 株 式 31,412,459 利 益 準 備 金 495,640

長 期 貸 付 金 12,959,407 任 意 積 立 金 63,235,455

差 入 保 証 金 17,699,791 固定資産圧縮積立金 1,166,241

長 期 前 払 費 用 250,903 固定資産圧縮特別勘定積立金 25,659

前 払 年 金 費 用 17,474,650 特 別 償 却 準 備 金 143,554

繰 延 税 金 資 産 3,124,866 別 途 積 立 金 61,900,000

その他の投資その他の資産 2,936,838 当 期 未 処 分 利 益 1,177,276

貸 倒 引 当 金 △    1,135,335 株式等評価差額金           △          212,352

 資 本 合 計 67,000,019

資 産 合 計 390,032,546 負 債 ・ 資 本 合 計 390,032,546
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損 益 計 算 書              

 自 平成16年４月 1日        

  至 平成17年３月31日        

（単位：千円） 

科 目         金 額         

経 常 損 益 の 部              

 営 業 損 益 の 部             

   営 業 収 益   185,744,141

   販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   177,266,604

  営 業 利 益          8,477,536

 営 業 外 損 益 の 部             

  営 業 外 収 益          

   受 取 利 息 ・ 配 当 金 11,937,878  

   為 替 差 益 2,688,108  

   雑 収 入 876,203  15,502,190

  営 業 外 費 用          

   支 払 利 息  239,978  

   旅 行 券 代 前 受 割 引 額  1,707,473  

   雑 支 出  80,114  2,027,566

  経 常 利 益          21,952,161

特 別 損 益 の 部              

  特 別 利 益         

   有 形 固 定 資 産 売 却 益 2,572,033  

   投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,761,758  

   貸 倒 引 当 金 戻 入 額 146,239  

   子 会 社 株 式 受 贈 益 3,054,170  

   確 定 拠 出 年 金 移 行 益 735,976  

   そ の 他 292,188  10,562,366

  特 別 損 失         

   過 年 度 損 益 修 正 損 193,430  

   有 形 固 定 資 産 除 却 損 692,195  

   子 会 社 整 理 損 823,894  

   投 資 有 価 証 券 評 価 損 70,000  

   投 資 有 価 証 券 処 分 損 65,655  

   投資等損失引当金繰入額 450,000  

   退 職 給 付 費 用 処 理 額 25,254,686  

   減 損 損 失 9,322,637  

   そ の 他 863,357  37,735,857

税 引 前 当 期 純 損 失              5,221,330

   法人税、住民税及び事業税 △1,940,757  

   法 人 税 等 調 整 額 △3,833,472  △5,774,230

当 期 純 利 益              552,900

 前 期 繰 越 利 益            624,376

当 期 未 処 分 利 益               1,177,276
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【重要な会計方針】 
1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
（１） 子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法により評価しております。 

（２） その他有価証券 
① 時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
② 時価のないもの 
移動平均法による原価法により評価しております。 

2. デリバティブの評価基準及び評価方法 
原則として時価法により評価しております。 

3. 棚卸資産は先入先出法による原価法により評価しております。 
4. 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産･･･定率法（ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）に

ついては、定額法）を採用しております。 
なお、主な耐用年数は、建物 10～50年、構築物 10～50年、器具備品 2～20年であります。 

無形固定資産･･･定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）
に基づく定額法を採用しております。 

長期前払費用･･･定額法を採用しております。 
5. 引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金･･･売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 
返 品 調 整 引 当 金･･･販売図書等の返品に備えるため、法人税法の規定に基づいて計上しております。 
退 職 給 付 引 当 金･･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 
当社は、2006年 4月 1日以降、事業持株会社制度導入により新たなグループ体
制へ転換する際に、新退職給付制度へ移行することに鑑み、現行退職給付制度

における未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務債務、未認識会計基準変更

時差異残高を当期から２年度に渡り分割償却し特別損益に計上することとしま

した。これは、退職給付会計基準の適用初年度に在籍した従業員のその後の給

付減額の実施及び早期退職制度の導入に伴う大量退職により、未認識会計基準

変更時差異が実態に合致しなくなったと認められること、さらに 2004 年２月
に実施した追加の早期退職制度により従業員が大幅に減少したことから、当該

大量退職に対応した未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務債務および未認

識会計基準変更時差異残高を退職者に係る退職給付債務の比率で損益に計上し

たことにあわせて行なったものであります。 
役員退職慰労引当金･･･役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額の 100％を計

上しております。なお、当該引当金は商法施行規則第 43 条に規定する引当金
であります。 
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投資等損失引当金･･･子会社等への投資損失に備えるため、当該子会社等の財政状況を勘案し、その

必要額を計上しております。なお、当該引当金は商法施行規則第 43条に規定
する引当金であります。 

6. リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
7. ヘッジ会計の方法 
（１） ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約及

び通貨オプションについては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は特例処理によっております。 
（２） ヘッジ手段とヘッジ対象 
① ヘッジ手段･･･為替予約および通貨オプション 
ヘッジ対象･･･海外旅行地上費に係る外貨建予定債務 

    ② ヘッジ手段･･･金利スワップ 
ヘッジ対象･･･貸付金 

（３） ヘッジ方針 
デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係

る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 
（４） ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を四半

期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 
8. 固定資産の減損に係る会計基準 
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）
により、当期から同会計基準および同適用指針を早期に適用しております。減損処理額は 9,322,637
千円で特別損失に計上しております。 
なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除しております。 

9. 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
10. 当期から連結納税制度を適用しております。 
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【貸借対照表注記】 

１. 子会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権  34,238,751 千円   長期金銭債権  11,345,230 千円 

短期金銭債務  16,414,061 千円   長期金銭債務     729,537 千円 

 ２. 有形固定資産の減価償却累計額    40,173,761 千円 

 ３. 有形固定資産の圧縮記帳額       775,082 千円 

 ４. 貸借対照表に計上した固定資産の他、リースにより使用している重要な固定資産として、汎用 

コンピュータ設備等があります。 

  ５. 保証債務等の残高 1,436,706 千円 

【損益計算書注記】 

1. 子会社との取引額 

営業収益 24,814,877 千円 

営業費用 51,820,485 千円 

営業取引以外の取引額 9,011,727 千円 

 ２. 当期において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。  

場 所 用  途 種   類 金 額（千円） 

神戸ﾍﾞｲｼｪﾗﾄﾝﾎﾃﾙ及び 

六甲ｱｰﾊﾞﾝｸﾞﾙﾒﾎﾟｰﾄ 

ﾎ ﾃ ﾙ 及 び 隣 接

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 

土地・建物 8,211,455 

その他 営業店舗他 土地・建物 1,111,182 

   神戸ﾍﾞｲｼｪﾗﾄﾝﾎﾃﾙ及び六甲ｱｰﾊﾞﾝｸﾞﾙﾒﾎﾟｰﾄは、2005 年 7 月 1日に資産及び営業の譲渡が予定されてお

り、正味売却価格により算定しております。 

   その他の土地・建物は減損会計基準に基づいた価格算定を行なっております。 

３. 連結納税制度導入に伴い、子会社と決済すべき金額 2,343,163 千円が法人税、住民税及び事業税に

含まれております。  

４. 外形標準課税導入に伴い、358,023 千円が販売費及び一般管理費に含まれております。 

５. １株当たりの当期純利益 119 円 98 銭 
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